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タイトル 

低所得者支援給付金を給付 

～ 令和 5 年度 1 月補正予算の概要 ～ 

本件のポイント 

物価高の影響が特に大きい低所得者の生活を一刻も早く支援するため、これ

まで低所得世帯への給付対象となっていなかった、住民税均等割のみ課税世帯

に対する給付金等の支給に必要な予算を専決処分により確保しました。 

説明文 

国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に基づき、個人住民税等の定額

減税や住民税非課税世帯の給付の対象とならず、これまで低所得世帯への給付

の対象となっていなかった住民税均等割のみ課税世帯に対する給付金を１世帯

あたり１０万円支給します。 

また、住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯への給付の加算として、当該

世帯の１８歳以下の児童１人あたり５万円を支給します。 

 

１ 専決日 令和６年１月２２日 

 

２ 予算の規模                      （単位：千円） 

会計名(補正番号) 補正前の額 補正額 計 

一 般 会 計（第 7 号） 37,665,482 310,860 37,976,342 

３ 補正予算の内容 

低所得者支援給付金の支給【国庫補助】        310,860 千円  

［健康福祉部 福祉課］ 

物価高の影響が特に大きい低所得者の生活を支援するため、国の重点支援地方

交付金を活用し、住民税均等割のみ課税世帯に給付金を１世帯あたり１０万円支

給することに加え、住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯の１８歳以下の児

童１人あたり５万円を支給します。 

(1) 住民税均等割のみ課税世帯への給付 

令和５年度住民税非課税世帯以外の世帯であって、均等割のみ課税世帯

に対し、１世帯あたり１０万円を支給。 

(2) 低所得者の子育て世帯への加算 

令和５年度住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯への給付への加算

として、当該世帯の１８歳以下の児童１人あたり５万円を支給。 



 

 

４ 今後のスケジュール 

１ 月 下 旬 システム改修、動作確認等 

２ 月 中 旬 ３(1)の対象者抽出、案内文書の印刷・発送 

３ 月 上 旬 ３(2)の対象者抽出、案内文書の印刷・発送 

３月中旬以降 申請書類の返送があり次第、順次支給 

 
 

本件が関連する SDGs 目標（複数選択可・チェックボックスをクリック） 
☒1 貧困をなくそう 

☐2 飢餓をゼロに 

☐3 すべての人に健康と福祉を 

☐4 質の高い教育をみんなに 

☐5 ジェンダー平等を実現しよう 

☐6 安全な水とトイレを世界中に 

☐7 エネルギーをみんなに。そしてクリーンに 

☐8 働きがいも経済成長も 

☐9 産業と技術革新の基盤を作ろう 

☐10 人や国の不平等をなくそう 

☐11 住み続けられるまちづくりを 

☐12 つくる責任、つかう責任 

☐13 気候変動に具体的な対策を 

☐14 海の豊かさを守ろう 

☐15 陸の豊かさも守ろう 

☐16 平和と公正をすべての人に 

☐17 パートナーシップで目標を達成しよう 


